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長島・大野・常松法律事務所は、約600名の弁護士が所属する日本有数の総合法律事
務所です。企業法務におけるあらゆる分野のリーガルサービスをワンストップで提供
し、国内案件及び国際案件の双方に豊富な経験と実績を有しています。

2024年7月現在、当事務所は、東京、ニューヨーク、シンガポール、バンコク、ホー
チミン、ハノイ、ジャカルタ*及び上海に拠点を構えています。また、東京オフィス
内には、日本企業によるアジア地域への進出や業務展開を支援する「アジアプラクティ
スグループ（APG）」及び「中国プラクティスグループ（CPG）」が組織されています。
当事務所は、国内外の拠点で執務する弁護士が緊密な連携を図り、更に現地の有力な
法律事務所との提携及び協力関係も活かして、特定の国・地域に限定されない総合的
なリーガルサービスを提供しています。
（*提携事務所）

本ガイドは各位のご参考のために一般的な情報を記載したものであり、法的	
助言を構成するものではなく、個別具体的事案に関するものではありません。	
個別具体的事案に係る問題については、長島・大野・常松法律事務所の弁護士に
ご相談ください。

別段の記述のない限り、本ガイドの内容は2024年7月現在の情報です。
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